
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

16,687 人
人
％

18,235
-8.5

17,318 人
人17,741

-2.4 ％

１７ 年 国 調区 　 分

1,778

23.7
第 １ 次

第 ２ 次
1,777

23.7

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

26.6

2,255

2,188

25.8

第 ３ 次
3,891

51.9

4,039

47.6
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

1,156,036

5,613 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

242.97

69

5,613 0.1
6,230 0.1

都 道 府 県 名

24

三 重 県

団 体 名

4724

南伊勢町

市 町 村 類 型 Ⅳ－０

地方交付税種地 2 - 1

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

1,012,246 12.5 1,012,246 19.0
227,743 2.8 227,743 4.3

6,230 0.1
5,890 0.1

142,869 1.8 142,869 2.7
- - - -
- - - -

76,067 0.9 76,067 1.4
- - - -

27,185 0.3 27,185 0.5
4,226,723 52.0 3,765,229 70.9
3,765,229 46.3 3,765,229 70.9
461,494 5.7 - -

5,730,566 70.5 5,269,072 99.2
1,937 0.0 1,937 0.0
49,372 0.6 18,480 0.3

101,639 1.3 4,216 0.1
15,080 0.2 - -

228,613 2.8 - -
- - - -

518,935 6.4 - -
11,763 0.1 3,882 0.1
1,739 0.0 - -
44,213 0.5 - -

411,254 5.1 - -
133,747 1.6 16,650 0.3
877,200 10.8 - -

8,126,058 100.0 5,314,237 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

1,011,581

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

1,011,581 99.9 -

99.9 -
419,786 41.5 -
21,971 2.2 -
345,691 34.2 -

-

26,136 2.6

-

-
25,988

-

2.6 -

-

475,362 47.0

-

473,883 46.8

-

33,353 3.3
81,299 8.0
1,781

-
-

0.2

-目 的 税

-
-

-

-

665 0.1

665 0.1
665 0.1 -
- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
5,890

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○
0.1

○

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

○

○

○

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

8,126,058 8,820,893
7,843,490 8,409,639
282,568 411,254
36,792 44,369
245,776 366,885
-121,109 366,885
210,043 200,045

- -
- 314,506

88,934 252,424

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

266 819,540 3,081
55 125,350 2,279
1 3,650 3,650
- - -
- - -

267 823,190 3,083

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

○

○

○

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.04.01 7,200

副市区町村長 1 19.04.01 5,500

収 入 役 - - -

教 育 長 1 18.04.01 5,000

議 会 議 長 1 17.10.01 2,750

議 会 副 議 長 1 17.10.01 2,100

議 会 議 員 16 17.10.01 1,900

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 2,064,414 26.3 1,996,056 1,975,601 35.0
う ち 職 員 給 1,466,106 18.7 1,400,176 - -

扶 助 費 402,234 5.1 202,316 202,315 3.6
公 債 費 1,069,775 13.6 1,029,665 1,029,665 18.2

元 利 償 還 金 1,069,775 13.6 1,029,665 1,029,665 18.2
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

3,536,423 45.1 3,228,037 3,207,581 56.8
1,000,110 12.8 827,715 754,047 13.3

維 持 補 修 費 29,351 0.4 24,351 24,351 0.4
補 助 費 等 813,984 10.4 776,902 639,028 11.3

うち一部事務組合負担金 467,152 6.0 467,152 397,799 7.0
繰 出 金 1,057,659 13.5 978,697 614,767 10.9
積 立 金 621,292 7.9 230,000 - -
投資・出資金・貸付金 7,581 0.1 900 - -
前年度繰上充用金 - - -

777,090 9.9投 資 的 経 費 209,756
40,833 0.5う ち 人 件 費 35,050

762,264 9.7普通建設事業費 209,756

う ち
4.3{ 376,435 4.8 172,576

災害復旧事業費

337,627 30,905

14,826 0.2 -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

7,843,490 100.0 6,276,358

内
訳

経常経費充当一般財源等計
5,239,774 千 円

経  常  収  支  比  率
92.7 ％ ％98.6

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

6,558,926

4,972,118

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

90,556

構成比

1.2

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

90,556
総 務 費 1,749,636 22.3 2,447 1,276,068
民 生 費 1,981,300 25.3 86,360 1,534,564

793,464衛 生 費 10.1 37,191 732,472
労 働 費 - - - -
農 林 水 産 業 費 774,433 9.9 385,859 446,854
商 工 費 28,618 0.4 - 23,737
土 木 費 357,373 4.6 129,607 287,331
消 防 費 433,266 5.5 28,933 396,809
教 育 費 550,243 7.0 91,867 458,302
災 害 復 旧 費 14,826 0.2 - -
公 債 費 1,069,775 13.6 - 1,029,665
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

1,483,314

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 7,843,490 100.0 762,264 6,276,358

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

簡 易 水 道

上 水 道

国民健康保険

そ の 他

1,148,877
372,780
80,000

4,025
235,754

39,915

416,403

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 57,427
再 差 引 収 支 -17,505
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 4,791
被 保 険 者 数 ( 人 ) 9,590

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 64
国 庫 支 出 金 91
保 険 給 付 費 181

区　　　分 平成18年度 (千円)

5,302,957

基準財政収入額 1,207,595
基準財政需要額 4,609,196
標準税収入額等 1,533,925
標 準 財 政 規 模 5,299,154
財 政 力 指 数 0.24
実質収支比率 4.6
経常一般財源等比率 100.3
公債費負担比率 15.7
公 債 費 比 率 11.0

起債制限比率 10.1

積立金 財  調 961,098
減  債 398,354
特定目的 816,113

地 方 債 現 在 高 11,264,260
うち政府資金 8,817,730(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 -
保証・補償 -
そ  の  他 -
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 172,873
徴
収
率

現
年計

97.5 87.1
97.6 89.0
97.0 83.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.24

債
務
負
担
行
為
額

27

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

10,100 0.1 - -
325,800 4.0 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

1,012,246

- -

100.0

6.9
100.8
14.6
11.5
11.9
9.8

751,055
388,153
450,473

11,267,456
9,186,989

の 指 定 状 況

12.6実質公債費比率(％)

-
-

61,908
-
-

172,873
96.8 87.7
96.8 88.5
96.3 85.5


